
献血者確保対策について（厚生労働省の取り組み）
資料１－１

① 若年層の献血者数の増加
目標：１０代の献血率を６．４％、２０代の献血率を８．４％まで上昇させる。

（平成２６年度までの達成目標）
・１０代：平成２２年度：６．１％ → 平成２３年度：５．８％

（献血者数：２９５，７７５人 → ２８５，０２１人）

・２０代：平成２２年度：７．９％ → 平成２３年度：７．５％
（献血者数：１，０８０，８１４人 → １，０１８，２３４人）

◎ 中学生への普及啓発
血液の重要性や必要性について理解を深めるため血液の重要性や必要性について理解を深めるため、

全国の中学校にポスターの配布。
○ 平成２３年度配布枚数：１１，２５５校に３．６万枚

◎ 高校生への普及啓発
献血及び血液事業に対する理解を促進するため、全国の高校生及び教員へ

献血についての副読本（けんけつＨＯＰ ＳＴＥＰ ＪＵＭＰ）を配布献血についての副読本（けんけつＨＯＰ ＳＴＥＰ ＪＵＭＰ）を配布。
○ 平成２３年度配布部数

・生徒用： ５，８９５校に１１９万部 ・教員用： ６万部

◎ 学校における献血に触れ合う機会の受入れの推進
高等学校等が献血セミナーや学校献血等の献血に触れ合うための機会を積極的に受け入れるよう、

文部科学省へ協力を要請。

◎ 若年層献血意識調査の実施
若年層の献血に対する意識調査を実施し、平成17年度及び20年度に行った同様の調査結果

との比較を行い、若年層の献血に対する意識等に変化があるかどうかを検証。
今後の若年層の献血推進のあり方を検討今後の若年層の献血推進のあり方を検討。
（対象者：１６歳～２９歳の献血経験者及び献血未経験者 各々５０００人）

◎ 主に１０代、２０代の若年層を対象とした普及啓発
「はたちの献血」キャンペーン（毎年１～２月）啓発宣伝用ポスターを

都道府県及び関係団体等に配布。
○ 成 年度 布枚数 枚○ 平成２３年度配布枚数： ３．８万枚

1



② 安定的な集団献血の確保（日本赤十字社に対する補助 ： １／２補助）
目標 集団献血等に協力する企業を５０ ０００社まで増加させる （平成２６年度までの達成目標）目標：集団献血等に協力する企業を５０，０００社まで増加させる。（平成２６年度までの達成目標）

◎ 献血に積極的に協力する企業・団体が行う献血活動を社会貢献活動の一つとして広く一般社会に認知され

るよう、「献血サポーター」ロゴマークを配布する等により企業・団体が行う献血活動の普及・拡大を図る。

結果：（集団献血に協力して頂いた企業・団体数（累計））

・平成２２年度末時点 ： ４５，３４３社 ・平成２３年度末時点 ： ４７，１３７社

○ 「献血サポーター」ロゴマーク配布枚数

・平成２２年度 ： １，４８３社 ・平成２３年度 ： １，１６８社

③ 複数 献血 増加（ 本赤十字社 対す 補助 １／２補助）③ 複数回献血の増加（日本赤十字社に対する補助 ： １／２補助）
目標：複数回献血者を年間１２０万人まで増加させる。 （平成２６年度までの達成目標）

◎ 複数回献血者を確保するため、血液センター毎に複数回献血者を確保するためのクラブを設立し、複数回◎ 複数回献 者を確保する 、 液 タ 毎 複数回献 者を確保する クラ を設 、複数回

献血者の確保を図る。

○ クラブ会員数（全国）：５０万人（平成２３年度末時点）

○ クラブ会員の実献血者数：３４万人（うち２回以上献血をした人：２１万人）

○ 非クラブ会員の実献血者数：２９３万人（うち２回以上献血をした人：８３万人）

結果：複数回献血者数

・平成２２年度 ： ９９９，３２５人 ・平成２３年度 ： １，００１，５１６人
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④ その他の普及啓発（全国民的な普及啓発）

◎ 「愛の血液助け合い運動」（毎年７月）を厚生労働省、都道府県、
日本赤十字社の主催により実施。啓発宣伝用ポスターを都道府県
及び関係団体等に配布した。
○ 平成２３年度配布枚数 ： ３ ９万枚○ 平成２３年度配布枚数 ： ３．９万枚
○ 平成２４年度配布枚数 ：４．０万枚

◎ 「愛の血液助け合い運動」の一環として「献血運動推進全国大会」（毎年７月） を開催。
今年度は 皇太子殿下に御臨席を賜り 滋賀県大津市において開催今年度は、皇太子殿下に御臨席を賜り、滋賀県大津市において開催。

◎ テレビ、ラジオ、新聞等の政府広報を積極的に活用した普及啓発を実施。
○ 平成２３年度：政府広報オンライン（月間行事概要）
厚生労働省ＨＰ政策レポート 厚生労働省広報誌「厚生労働」厚生労働省ＨＰ政策レポート、厚生労働省広報誌「厚生労働」

ラジオＣＭ８０秒、インターネットテキスト広告（YOMIURI ONLINE）、

モバイル広告

○ 平成２４年度（８月末現在）：政府インターネットテレビ、ラジオ番組

ラジオＣＭ４０秒、モバイル広告、厚生労働省広報誌「厚生労働」
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